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当社のコーポレート・ガバナンスの状況は以下のとおりです。

Ⅰコーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及び資本構成、企業属性その他の基本情報

１．基本的な考え方

当社グループは、「社会が発展すればするほど、自然資本と人間関係資本が増加する、持続可能社会の実現」という基本理念のもとで、経営の効
率性、健全性及び透明性の確保と向上を図っております。また、コンプライアンスを強化しつつ、株主・顧客・企業価値を最大化すべく体制の整備
に努めております。具体的には、組織の意思決定プロセスを明確にし、合理性のある業務執行を行うよう「取締役会」を毎月開催しております。

【コーポレートガバナンス・コードの各原則を実施しない理由】

当社は東京証券取引所 グロース市場上場企業として、コーポレートガバナンス・コードの基本5原則を遵守しております。

２．資本構成

外国人株式保有比率 10%未満

【大株主の状況】

氏名又は名称 所有株式数（株） 割合（％）

大平洋金属株式会社 5,746,400 32.74

熊野 英介 5,523,700 31.47

MCPジャパン・ホールディングス株式会社 660,000 3.76

アミタ社員持株会 358,000 2.04

株式会社日本カストディ銀行 310,500 1.77

株式会社三井住友銀行 300,000 1.71

株式会社みずほ銀行 300,000 1.71

尾崎 圭子 234,000 1.33

玉田 博之 230,900 1.31

杉本 憲一 205,500 1.17

支配株主（親会社を除く）の有無 ―――

親会社の有無 なし

補足説明

大株主の状況は、2025年12月31日現在の状況です。

３．企業属性

上場取引所及び市場区分 東京 グロース



決算期 12 月

業種 サービス業

直前事業年度末における（連結）従業員
数

100人以上500人未満

直前事業年度における（連結）売上高 100億円未満

直前事業年度末における連結子会社数 10社未満

４．支配株主との取引等を行う際における少数株主の保護の方策に関する指針

―――

５．その他コーポレート・ガバナンスに重要な影響を与えうる特別な事情

―――

Ⅱ経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織その他のコーポレート・ガバナンス体制の状況

１．機関構成・組織運営等に係る事項

組織形態 監査役設置会社

【取締役関係】

定款上の取締役の員数 10 名

定款上の取締役の任期 2 年

取締役会の議長 社長

取締役の人数 7 名

社外取締役の選任状況 選任している

社外取締役の人数 2 名

社外取締役のうち独立役員に指定され
ている人数

2 名

会社との関係(1)

氏名 属性
会社との関係(※)

a b c d e f g h i j k

髙野　雅晴 他の会社の出身者

清水　菜保子 他の会社の出身者 △

※　会社との関係についての選択項目

※　本人が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「○」、「過去」に該当している場合は「△」

※　近親者が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「●」、「過去」に該当している場合は「▲」

a 上場会社又はその子会社の業務執行者

b 上場会社の親会社の業務執行者又は非業務執行取締役

c 上場会社の兄弟会社の業務執行者

d 上場会社を主要な取引先とする者又はその業務執行者

e 上場会社の主要な取引先又はその業務執行者

f 上場会社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計専門家、法律専門家



g 上場会社の主要株主（当該主要株主が法人である場合には、当該法人の業務執行者）

h 上場会社の取引先（d、e及びｆのいずれにも該当しないもの）の業務執行者（本人のみ）

i 社外役員の相互就任の関係にある先の業務執行者（本人のみ）

j 上場会社が寄付を行っている先の業務執行者（本人のみ）

k その他

会社との関係(2)

氏名
独立
役員

適合項目に関する補足説明 選任の理由

髙野　雅晴 ○

株式会社ビットメディア　代表取締役

株式会社SDGsテック　代表取締役

株式会社MESH-X　代表取締役

髙野雅晴氏は、ICT分野の経営者としてご活躍
されており、また出版業界の豊富な経験と幅広
い見識を有しており、当社が掲げる「ひと・自
然・もの・情報のすべてがつながるエコシステ
ム社会構想2030」の実行に向けて必要な専門
的な知識と経験を有していることから、これらの
経験を客観的・中立的立場で当社の経営に活
かしていただくことを期待し、引き続き社外取締
役候補者としております。

また、同氏は、東京証券取引所の定める独立
性基準および当社が定める社外役員の独立性
に関する基準に照らし、当社の経営陣から独
立した立場であり、一般株主と利益相反が生じ
る恐れがないと判断したため、独立役員に指定
しております。※「社外役員の独立性に関する
基準」は、「２．業務執行、監査・監督、指名、報
酬決定等の機能に係る事項（現状のコーポ
レート・ガバナンス体制の概要）」に記載。以下
同じ。

清水　菜保子 ○

一般社団法人ゆずり葉　代表理事

熊本こども・女性支援ネット共同代表

一般社団法人公共善エコノミー　代表理
事

清水菜保子氏は、過去（1996年～2000
年）において、当社の子会社であるアミタ
㈱（現アミタサーキュラー㈱）の使用人とし
て勤務しておりましたが、当社と同氏との
間に特別の利害関係はございません。

清水菜保子氏は、地域活動を通じた共生社会
づくりに係る豊富な経験と知見を有しており、互
助共助が増加する起点となる「MEGURU STATI

ON」の展開をはじめとし、これらの経験を客観
的・中立的立場で当社の経営に活かしていた
だくことを期待し、引き続き社外取締役候補者
としております。

また、同氏は、東京証券取引所の定める独立
性基準および当社が定める社外役員の独立性
に関する基準に照らし、当社の経営陣から独
立した立場であり、一般株主と利益相反が生じ
る恐れがないと判断したため、独立役員に指定
しております。

指名委員会又は報酬委員会に相当する
任意の委員会の有無

なし

【監査役関係】

監査役会の設置の有無 設置している

定款上の監査役の員数 3 名

監査役の人数 3 名

監査役、会計監査人、内部監査部門の連携状況

社外監査役２名を含む３名による監査役監査に加え、内部監査部門にて内部監査を行っております。監査役は、コーポレート・ガバナンスの一翼
を担う独立機関であるとの認識のもと監査役会規程並びに監査役監査基準に準拠し、監査方針、監査計画等を立案し、取締役の職務執行全般
に亘って監査を行うために取締役会に出席しております。また、監査役は、会計監査人より監査計画について説明を受けるとともに、定期的に監
査結果の報告並びに監査状況の説明等を受け、情報の共有を行っております。さらに内部監査部門とも必要に応じて随時協議を行い、緊密な連



携をとっております。また、子会社及び関連会社の監査役とも監査方針を共有し、随時情報交換し、緊密な連携をとっております。当社は、２０２５
年１２月期における会計監査人として、ＰｗＣ　Ｊａｐａｎ有限責任監査法人を選任しております。業務執行社員は中村源氏及び岩井達郎氏であり、
会計監査業務に係る補助者は、公認会計士５名、その他１４名の計１９名のチーム編成にて監査にあたっております。なお、業務執行社員の継続
年数については両名とも７年以内であるため記載を省略しております。内部監査、監査役監査及び会計監査の相互連携がコーポレート・ガバナン
スの充実に繋がるとの認識から、三者間での重要情報の共有に努めております。毎年、監査計画段階に加え、監査実施過程での協議も随時実
施しております。ＰｗＣ　Ｊａｐａｎ有限責任監査法人及び当社監査に関与する同監査法人の業務執行社員と当社の間には、特別の利害関係はあり
ません。ＰｗＣ　Ｊａｐａｎ有限責任監査法人は、監査人としての独立の立場から財務諸表等に対する意見を表明しております。なお、ＰｗＣ　Ｊａｐａｎ
有限責任監査法人は、２０２６年３月２６日開催の当社第１６期定時株主総会終結の時をもって任期満了により退任され、同日付で新たに会計監
査人として監査法人アヴァンティアが選任され、就任いたしました。

社外監査役の選任状況 選任している

社外監査役の人数 2 名

社外監査役のうち独立役員に指定され
ている人数

2 名

会社との関係(1)

氏名 属性
会社との関係(※)

a b c d e f g h i j k l m

水野　祐 弁護士

小長谷　敦子 公認会計士 △

※　会社との関係についての選択項目

※　本人が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「○」、「過去」に該当している場合は「△」

※　近親者が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「●」、「過去」に該当している場合は「▲」

a 上場会社又はその子会社の業務執行者

b 上場会社又はその子会社の非業務執行取締役又は会計参与

c 上場会社の親会社の業務執行者又は非業務執行取締役

d 上場会社の親会社の監査役

e 上場会社の兄弟会社の業務執行者

f 上場会社を主要な取引先とする者又はその業務執行者

g 上場会社の主要な取引先又はその業務執行者

h 上場会社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計専門家、法律専門家

i 上場会社の主要株主（当該主要株主が法人である場合には、当該法人の業務執行者）

j 上場会社の取引先（f、g及びhのいずれにも該当しないもの）の業務執行者（本人のみ）

k 社外役員の相互就任の関係にある先の業務執行者（本人のみ）

l 上場会社が寄付を行っている先の業務執行者（本人のみ）

m その他

会社との関係(2)

氏名
独立
役員

適合項目に関する補足説明 選任の理由

水野　祐 ○ シティライツ法律事務所パートナー弁護士

水野祐氏は、弁護士としての高度な専門性に
加え、テクノロジーの進展や社会構造の変化に
伴う法制度・ガバナンスの在り方について、実
務及び政策の両面から豊富な知見を有してい
ることから、社外監査役として当社取締役会及
び監査役会における監査並びに監督機能の発
揮において貴重な助言や意見表明をいただけ
るものと判断し、社外監査役に選任しておりま
す。

また、同氏は、東京証券取引所の定める独立
性基準および当社が定める社外役員の独立性
に関する基準に照らし、当社の経営陣から独
立した立場であり、一般株主と利益相反が生じ
る恐れがないと判断したため、独立役員に指定
しております。



小長谷　敦子 ○

小長谷敦子公認会計士事務所 所長

小長谷敦子税理士事務所 所長

小長谷敦子氏については、過去におい
て、当社とアドバイザリー契約を締結して
いたことがありますが、短期間かつ少額の
取引であり、特別の利害関係はございま
せん。

小長谷敦子氏は、公認会計士及び税理士とし
て培われた専門的知識・経験等を有しているこ
とから、社外監査役として当社取締役会及び監
査役会における監査並びに監督機能の発揮に
おいて貴重な助言や意見表明をいただけるも
のと判断し、社外監査役に選任しております。

また、同氏は、東京証券取引所の定める独立
性基準および当社が定める社外役員の独立性
に関する基準に照らし、当社の経営陣から独
立した立場であり、一般株主と利益相反が生じ
る恐れがないと判断したため、独立役員に指定
しております。

【独立役員関係】

独立役員の人数 4 名

その他独立役員に関する事項

当社は独立役員の資格を充たす社外役員を全て独立役員に指定しております。

【インセンティブ関係】

取締役へのインセンティブ付与に関する
施策の実施状況

実施していない

該当項目に関する補足説明

取締役の報酬等に関しては、株主総会で決議された報酬限度額の範囲内で、個々の取締役の職責及び実績等を勘案し、取締役会決議により決
定しております。

ストックオプションの付与対象者

該当項目に関する補足説明

―――

【取締役報酬関係】

（個別の取締役報酬の）開示状況 個別報酬の開示はしていない

該当項目に関する補足説明

―――

報酬の額又はその算定方法の決定方針
の有無

あり

報酬の額又はその算定方法の決定方針の開示内容



取締役及び監査役の報酬につきましては、株主総会での決議により、取締役及び監査役それぞれの報酬総額の最高限度額を決定しております。

当社の役員の報酬等の額は、会社業績、個人業績評価に基づき算定しております。取締役の報酬は取締役会決議により、監査役の報酬は監査
役会の協議により決定しております。

なお、2025年12月期に関する取締役及び監査役の報酬等の額は以下のとおりです。

取締役5名：74,874千円（うち社外取締役2名：4,800千円）

監査役3名：19,452千円（うち社外監査役2名：4,800千円）

(注)1．株主総会決議による取締役の報酬等の額は、年額300,000千円以内（うち社外取締役分30,000千円以内）であります。（2011年３月28日開
催の第１期定時株主総会決議）

2．株主総会決議による監査役の報酬等の額は、年額30,000千円以内であります。（2011年３月28日開催の第1期定時株主総会決議）

【社外取締役（社外監査役）のサポート体制】

社外役員に対する専従スタッフはおりませんが、主に総務担当部署が社外取締役を含めた取締役・監査役のサポートを行っております。具体的に
は、社外取締役や社外監査役に対し、取締役会の開催前に重要議案に関する資料の事前配布を行い、事前説明会を開催するなどしております。

２．業務執行、監査・監督、指名、報酬決定等の機能に係る事項（現状のコーポレート・ガバナンス体制の概要）

【社外役員の独立性に関する基準】（2014年３月19日付取締役会決議）

１．当社における独立性を有する社外取締役(注１)または社外監査役(注２)は、以下のいずれにも該当することなく、当社の経営陣から独立した中
立の存在でなければならないものとする。

(a)当社の親会社または兄弟会社（以下「当社グループ」という。）の業務執行者(注３)

(b)当社グループを主要な取引先とする者(注４)若しくはその業務執行者または当社グループの主要な取引先(注５)またはその業務執行者

(c)当社の主要株主(注６)またはその業務執行者

(d)当社グループが大口出資者(注７)となっている者の業務執行者

(e)当社グループから役員報酬以外に多額の金銭その他財産を得ているコンサルタント、会計専門家または法律専門家(注８)（当該財産を得てい
る者が法人、組合等の団体である場合は、当該団体に所属する者をいう。）

(f)当社の法定監査を行う監査法人に所属する者

(g)過去において上記（a）から（f）までに該当していた者

(h)次に掲げる近親者(注９)

・前（b）から（d）までに掲げる者。但し、「業務執行者」においては重要な業務執行者に限る。

・前（e）に掲げる者。但し、「団体に所属する者」においては重要な業務執行者(注10)およびその団体が監査法人や税理士法人並びに法律事務所
等の会計や法律の専門家団体の場合は公認会計士、税理士、弁護士等の専門的な資格を有する者に限る。

・前（f）に掲げる者。但し、「監査法人に所属する者」においては重要な業務執行者及び公認会計士、税理士等の専門的な資格を有する者に限
る。

・当社グループの重要な業務執行者

・過去において、当社グループの重要な業務執行者に該当していた者

２．前条に定める要件のほか、独立役員は独立した社外役員としての職務を果たせないと合理的に判断される事情を有してはならない。

３．独立役員は、本基準に定める独立性を退任まで維持するように努め、本基準に定める独立性を有しないことになった場合には、直ちに当社に
告知するものとする。

（注）１．社外取締役とは、会社法第２条第15号に定める社外取締役をいう。

２．社外監査役とは、会社法第２条第16号に定める社外監査役をいう。

３．業務執行者とは、法人その他の団体の取締役（社外取締役を除く。）、執行役、執行役員、業務を執行する社員、理事（外部理事（一般社団法
人及び一般財団法人に関する法律第113条第１項第２号ロ（同法第198条において準用する場合を含む。）に定める外部理事をいう。以下同じ。）
を除く。）、その他これらに類する役職者及び使用人等の業務を執行する者をいう。

４．当社グループを主要な取引先とする者とは、以下のいずれかに該当する者をいう。

・当社グループに対して製品またはサービスを提供している取引先グループ（直接の取引先が属する連結グループに属する者をいう。以下同じ。）
であって、直前事業年度における当社グループへの当該取引先グループの取引額が１億円または当該取引先グループの連結売上高若しくは総
収入金額の２％のいずれか低い方の額を超える者

・当社グループが負債を負っている取引先グループであって、直前事業年度末における当社グループの当該取引先グループへの全負債額が１億
円または当該取引先グループの連結総資産の２％のいずれか低い方の額を超える者

５．当社グループの主要な取引先とは、以下のいずれかに該当する者をいう。

・当社グループが製品またはサービスを提供している取引先グループであって、直前事業年度における当社グループの当該取引先グループへの
取引額が１億円または当社グループの連結売上高の２％のいずれか低い方の額を超える者

・当社グループに対して負債を負っている取引先グループであって、直前事業年度末における当社グループへの当該取引先グループの全負債額
が１億円または当社グループの連結総資産の２％のいずれか低い方の額を超える者

・当社グループが借入をしている金融機関グループ（直接の借入先が属する連結グループに属する者をいう。）であって、直前事業年度末におけ
る当社グループの当該金融機関グループからの全借入額が当社グループの連結総資産の２％を超える者

６．主要株主とは、総議決権の10％以上の議決権を直接または間接的に保有している者をいう。

７．大口出資者とは、総議決権の10％以上の議決権を直接または間接的に保有している者をいう。

８．当社グループから役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計専門家または法律専門家とは、当社グループか
ら、役員報酬以外に直前事業年度において1,000万円またはその者の売上高若しくは総収入金額の２％のいずれか低い方の額を超える財産を得
ている者をいう。

９．近親者とは、２親等内の親族をいう。

10．重要な業務執行者とは、業務執行者のうち、取締役（社外取締役を除く。）、執行役、執行役員、業務を執行する社員、理事（外部理事を除
く。）及び部門責任者等の重要な業務を執行する者をいう。但し、社外監査役を独立役員として指定する場合にあっては、業務執行者でない取締



役若しくは業務執行者でない取締役であった者または会計参与（会計参与が法人であるときはその職務を行うべき社員を含む。以下同じ。）若しく
は会計参与であった者を含むものとする。

３．現状のコーポレート・ガバナンス体制を選択している理由

当社は監査役会設置会社です。代表取締役などの経営陣による業務執行の監督を取締役会が行い、取締役の業務執行および会計の監査を監
査役会が行っております。なお、取締役７名のうち２名を社外取締役（両名とも独立役員）、３名の監査役のうち２名を社外監査役（両名とも独立役
員）とすることにより、監督・監査機関における独立性を担保しております。

監査役は、コーポレート・ガバナンスの一翼を担う独立機関であるとの認識のもと監査役会規程並びに監査役監査基準に準拠し、監査方針、監査
計画等を立案し、取締役の職務執行全般に亘って監査を行うため、取締役会に出席しております。

Ⅲ株主その他の利害関係者に関する施策の実施状況

１．株主総会の活性化及び議決権行使の円滑化に向けての取組み状況

補足説明

集中日を回避した株主総会の設定
第16期定時株主総会開催日：2026年3月26日

２．ＩＲに関する活動状況

補足説明

代表者
自身に
よる説
明の有
無

ディスクロージャーポリシーの作成・公表
基本方針、情報開示の方法、IR自粛期間などをホームページ（https://www.am
ita-hd.co.jp/ir/ir-policy.html）に掲載しております。

アナリスト・機関投資家向けに定期的説
明会を開催

年度毎の定期的な決算説明会を実施しております。 あり

IR資料のホームページ掲載
決算情報（決算短信）、適時開示情報、有価証券報告書、半期報告書、決算説
明会資料などをＩＲ資料としてホームページ（https://www.amita-hd.co.jp/ir/）に
掲載しております。

IRに関する部署（担当者）の設置 ＩＲ担当部署はフィナンシャルマネジメント本部であります。

３．ステークホルダーの立場の尊重に係る取組み状況

補足説明

社内規程等によりステークホルダーの立
場の尊重について規定

当社及び当社グループは、社員一人ひとりが、ステークホルダーの立場を尊重し、企業理
念に基づいた行動をすることを目的に、「アミタグループ行動規範」「コンプライアンスガイド
ライン」「ＩＲポリシー」などを策定しております。



環境保全活動、ＣＳＲ活動等の実施

当社及び当社グループの環境保全活動及びCSR活動は、企業理念に基づいた当社グ
ループの事業そのものです。当社グループは、「社会デザイン事業」の提供を通じて、「持
続可能社会＝発展すればするほど自然資本と人間関係資本が増加する社会」の実現を目
指しております。具体的には次のとおりであります。

■「社会デザイン事業」の内容

当社グループは、発展すればするほど自然資本と人間関係資本が増加する持続可能社
会の実現を使命とし、日本を「経済大国」から「循環大国」へと導く未来ビジョンとして「エコ
システム社会構想2030」（以下、2030年ビジョン）を掲げています。同構想の実現に向け
て、45年以上に渡り培ったサステナビリティ分野のノウハウ、良質なネットワーク及び人・資
源・情報などの経営資本を活かし、サステナビリティ市場における持続可能な企業経営・地
域運営を統合的に支援し、社会の持続性と関係性を向上する「社会デザイン事業」の開
発・提供に取り組んでおります。具体的な事業内容は次のとおりです。

(1)トランジションストラテジー事業

持続可能な企業経営・地域運営への移行戦略ニーズが急激に高まる中、社会ニーズを先
読みしたサービス開発とソリューション力の高度化が重要となります。トランジションストラテ
ジー事業では、企業に対して循環型の事業創出・事業変革を支援する「Cyano Project（シ

アノプロジェクト）」、自治体に対しては互助共助の関係性増幅と域内資源循環の促進を支
援する「MEGURU STYLE（めぐるスタイル）（※１）」を中心に、移行戦略の立案から実行

フェーズまで統合的な支援を提供いたします。

① 持続可能な企業経営への移行戦略支援

・ビジョン策定

・戦略立案

・循環型の新事業創出

・環境認証審査　※２

② 持続可能な地域運営への移行戦略支援

・循環型コミュニティデザイン

・ローカルソーシャルビジネスの創出

※１…MEGURU STYLEは、地方自治体の４大課題（人口減少、少子高齢化、社会保障費

の増大、雇用縮小）の解決に向けた、現在開発中の持続可能なコミュニティデザインサー
ビスです。MEGURU STATION、MEGURU BOX、MEGURU COMPLEXというハードを用い

た、互助共助の仕組みと、もの・情報の循環設計を基盤としています。当社グループは、本
サービスを通じて「関係性の増幅」と「循環の促進」を軸に、地域住民・自治体・企業の協働
を通じて、関係性・多様性・文化性を豊かにする新たなまちづくりの実現を目指します。

※２…国際的な環境認証制度である、適切な森林経営・管理に関する認証（FSC FM認証）

及び認証木材を使用した製品管理に関する認証（FSC CoC認証、PEFC CoC認証）の審査

並びに監査業務を実施いたします。また、MSC認証機関として水産物の加工流通過程の
管理の認証（MSC CoC認証）、ASC認証機関として養殖場の認証（ASC 養殖場認証）及び

加工流通過程の管理の認証（ASC CoC認証）の審査業務を実施いたします。アミタ株式会

社は、日本初のFSC森林認証審査会社/ASC養殖場認証機関であり、アジア初のMSC Co

C認証機関でございます。

(2)サーキュラーマテリアル事業

天然資源の代替製品を製造する「100％再資源化」をより高度化し、使用するほどCO2削減
や生態系サービスの回復に資する「サーキュラーマテリアル」の開発・製造・供給を行って
おります。

〇持続可能な調達・資源活用の総合ソリューション

・サーキュラーマテリアルの開発

・サーキュラーテクノロジーの開発

・発生品（廃棄物）を原料としたサーキュラーマテリアルの製造及び安定供給サービス※３

・サーキュラープラットフォームの提供

※３…現時点での主たる拠点として、アミタサーキュラー株式会社の国内４か所の自社製
造所に加え、同社が技術提供している協業企業ネットワークであるアミタ地上資源パート
ナーズが国内４か所ございます。

(3)海外統括事業

アジア・大洋州地域における持続可能な企業経営・地域運営の統合支援を行っておりま
す。

〇海外における社会デザイン事業の展開

・環境コンサルティング事業

・マレーシアにおける産業廃棄物の100％再資源化事業　※４

・インドネシアにおける産業廃棄物の100％再資源化事業の構築　※５

・アジア・大洋州地域における循環型市場開拓

※４…持分法適用関連会社である「AMITA NAZA SDN. BHD.」を通じて、マレーシアにおけ

る100％再資源化事業を実施しております。

※５…子会社「PT Amita Tamaris Lestari」「PT Amita Prakarsa Hijau」を通じて、インドネシ

アにおける100％再資源化事業の構築に向けた取り組みを実施しております。



(4)サーキュラーマネジメント事業

持分法適用関連会社である「サーキュラーリンクス株式会社」を通じて、顧客企業のESG経
営とサーキュラーエコノミーの推進に向けて、廃棄物管理システム・サステナブルBPOを提
供することで、環境管理業務の効率化並びにサーキュラーエコノミーへの取り組みを支援
しております。

〇廃棄物マネジメントシステム、廃棄物マネジメントBPO、製品・資源等のサーキュラーに
関するオペレーション

・ICTソリューション

・ビジネスプロセスアウトソーシング

ステークホルダーに対する情報提供に
係る方針等の策定

「コンプライアンスガイドライン」「情報セキュリティポリシー」「ＩＲポリシー」により定めていま
す。

その他
当社グループは2002年、国連グローバル・コンパクトに国内で４社目に参加し、人権、労働
基準、環境、腐敗防止等、グローバル・コンパクト10原則に賛同し、事業活動を進めており
ます。

Ⅳ内部統制システム等に関する事項

１．内部統制システムに関する基本的な考え方及びその整備状況

・基本的な考え方

当社グループは、経営理念である「Our Mission Ⅱ」に則ったアミタグループ行動規範を策定し、アミタ企業文化の行動原則としております。当社は

このアミタグループ行動規範に基づいた内部統制システムを整備し、持続的企業価値の向上を妨げるおそれのある内外のさまざまなリスクを常に
明らかにして、的確な対応を実施しております。

・整備状況

当社は、取締役会において、会社法及び会社法施行規則の規定に基づき、当社の業務の適正を確保するための体制整備について、以下のとお
り決議しております。

１．取締役・使用人の職務執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

(1)当社は、コンプライアンス体制の基礎として、「アミタグループ行動規範」、「コンプライアンスガイドライン」及び「コンプライアンス規程」を定め、当
社及び子会社の役員及び従業員に周知・徹底することにより、法令、定款及び社内規程の遵守を確保し、高い道徳観及び倫理観に基づいた業務
執行が行われる体制を構築する。

(2)「コンプライアンス規程」に基づき、法令違反その他のコンプライアンスに関する疑義のある行為について、従業員が直接情報提供を行う手段と
して、社外の弁護士、コンプライアンス担当役員、法務担当部署、常勤監査役又はアミタグループホットライン（第三者通報窓口）を情報受領者とす
る内部通報窓口を設けるとともに、通報者には「コンプライアンス規程」に沿った対応をとるものとする。

２．取締役の職務執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

取締役の職務執行に係る情報については、「取締役会規程」及び「文書管理規程」に基づき記録し、保存・管理する。記録は「文書管理規程」に定
められた期間、その保存媒体に応じて適切かつ検索性の高い状態で保存・管理し、必要に応じて閲覧可能な状態を維持する。

３．当社及び子会社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制

(1)当社及び子会社の企業理念その他コンプライアンスの観点から問題のある事象、又は、人為的、技術的問題若しくは自然災害、犯罪、気候変
動リスク、金融危機、政治リスクに係る個々のリスクについては、当社においてリスクマネジメント委員会を設置し、モニタリングや指導を適切に行
い、リスクマネジメント体制を構築する。経営企画担当部署は、これらを横断的に推進管理する。

(2) 災害、事故、犯罪、不祥事その他各種トラブル等の緊急事態が発生した場合には、「リスクマネジメント規程」に基づき、代表取締役を最高責任

者とする対策本部を設置して迅速な対応を行い、損害の拡大を防止し、これを最小限に止める体制を整える。

４．当社及び子会社の取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

(1)当社及び国内子会社の取締役会については「取締役会規程」を定め、月１回これを開催することを原則とし、必要に応じて臨時取締役会を開催
し、重要事項の決定と取締役の職務執行状況の監督を行う。海外子会社については、現地法令、定款等に基づき、必要に応じて取締役会にて重
要事項の決定、取締役の職務執行状況の監督を行う。

(2)当社及び国内子会社の取締役会の決定に基づく業務執行については、「組織規程」、「職務権限規程」、「関係会社管理規程」において、それぞ
れの責任者及びその責任範囲と執行手続の詳細について定める。

(3)当社の取締役会で定めた年度予算を、当社グループの目標とする。当社及び子会社は、当社及び子会社の取締役会において定期的に進捗
状況を報告し、改善策を検討し、具体的対策を実行する。

５．当社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制

(1)当社及び子会社に共通して適用する行動指針としての「アミタグループ行動規範」並びに「コンプライアンスガイドライン」、「コンプライアンス規
程」を各子会社においても運用し、コンプライアンス体制を整備する。法務担当部署は、これを横断的に推進する。

(2)各子会社は「関係会社管理規程」及び「組織規程」に従う。これらに基づき、管理担当部署は各子会社の管理を行う。

(3)当社の内部監査部門は当社及び子会社の内部統制状況を評価し、監査の結果を当社の取締役会に報告する体制とし、子会社の業務の運営
については、「関係会社管理規程」において重要な事項を定め、当該規程に基づき当社取締役会において事前に承認を取るものとし、定期的に進
捗状況の報告を行う。

６．監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する体制、当該使用人の取締役からの独立性に関す
る事項、及び監査役の当該使用人に対する指示の実効性の確保に関する事項

（1）監査役が必要とした場合、監査役の職務を補助する使用人（スタッフ）を設置する。

（2）監査役は使用人（スタッフ）の権限、責務及び待遇について必要と認めた事項を取締役に求め、当該使用人（スタッフ）の取締役からの独立性
を保つものとする。

(3) 当社は、監査役がその職務の執行について生ずる費用の前払いまたは支出した費用等の償還、負担した債務の弁済を請求したときは、その

費用等が監査役の職務の実行について生じたものでないことを証明できる場合を除き、これに応じるものとする。

７．取締役及び使用人が監査役に報告をするための体制並びに子会社の役員及び使用人等から報告を受けた者が当社の監査役に報告するた
めの体制、監査役へ報告した者が当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを受けないことを確保するための体制、その他監査役の監査が
実効的に行われることを確保するための体制

（1）当社及び子会社の取締役及び使用人は、当社グループに著しい損害を及ぼすおそれのある事実を発見した場合は、直ちにこれを監査役に報



告しなければならない。当社の監査役は、いつでも必要に応じて当社及び子会社の取締役及び使用人に対して報告を求めることができることとす
る。

（2）子会社の取締役及び使用人は、当社監査役から業務執行に関する事項について報告を求められたときは、速やかに適切な報告を行う。また
子会社の取締役及び使用人は、法令等の違反行為等、当社又は子会社に著しい損害を及ぼすおそれのある事実については、これを発見次第、
直ちに当社の子会社を管理する部門へ報告を行い、当該部門は当社監査役へ報告を行う。

（3）内部監査部門は、会社に著しい損害を及ぼすおそれのある事実を発見した場合などは、直ちにこれを監査役に報告しなければならない。

（4）監査役は、取締役会に出席して必要に応じて意見を述べることができる。

（5）代表取締役は、監査役と定期的に会合を持ち、会社が対処すべき課題、監査役会監査の環境整備状況、監査上の重要課題等について意見
交換を行う。

（6） 当社は、監査役への報告を行った当社及び子会社の取締役及び使用人に対し、当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを行うことを禁

止し、その旨を当社及び子会社の取締役及び使用人に周知徹底する。

２．反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及びその整備状況

1.「コンプライアンスガイドライン」において、反社会的勢力との関係遮断の基本方針を定め、ホームページに掲載し社外に宣言するとともに、当社
が締結する契約書について反社会的勢力排除に関する規定を盛り込み、関係遮断を明確にすることで全社的な意識の統一を図っております。

2. 総務担当部署は、反社会的勢力による不当要求が発生した場合の対応を統括する担当部署として、不当要求情報の収集・一元管理・蓄積、遮

断のための取組支援、不当要求対応マニュアルの整備、役員及び従業員に対する研修活動を実施しております。

参考資料「模式図」：巻末「添付資料」をご覧ください。

Ⅴその他

１．買収への対応方針の導入の有無

買収への対応方針の導入の有無 なし

該当項目に関する補足説明

───

２．その他コーポレート・ガバナンス体制等に関する事項

当社は、企業経営や日常業務に関して法律事務所と顧問契約を締結し、経営判断の参考とするため、必要に応じて専門的立場からの助言を受け
る体制を持っております。

なお、当社では、会社情報の適切な開示活動に資するための「ＩＲポリシー」を策定し、全てのステークホルダーに対し、迅速で公平、かつ正確な情
報開示に努めております。また、各種法令および証券取引所の定める規則に従って、適時かつ適正な情報開示を行います。

情報開示の体制については、「情報開示管理規程」に定める「情報開示検討委員会」において、慎重かつ迅速な判断をした上で、適時、適切な開
示を行う体制を構築しております。また、関係会社には情報開示責任者、情報管理責任者をそれぞれ適切に設置し、決定事実、重要な発生事実、
決算情報について、当社情報開示責任者を通じて「情報開示検討委員会」に報告することにより、情報を網羅的に収集する体制を整えておりま
す。

そして、これら収集した情報について、当社情報開示責任者は必要に応じ、弁護士、公認会計士、税理士等の意見を求めたうえで開示要否仮判
断並びに開示文案の作成を行います。その際、必要に応じて、当社情報開示責任者の指示の下、IR担当部署は、関連部署と協議し開示要否の
検討及び開示文案の作成を行います。

情報開示検討委員会の構成メンバーは当社の代表取締役、情報開示担当役員、情報管理責任者にて構成されており、同委員会にて、情報の進
捗の確認、開示の要否や開示時期の検討、情報の管理を行う役割を担っております。

「情報開示検討委員会」が適時開示を決定した決定事実、重要な発生事実、決算情報は、当社情報開示責任者より取締役会へ報告・承認の後、
情報開示を行います。（発生事実の場合、取締役会へは事後報告とする場合があります）

公表の方法は、「ＩＲポリシー」に定めた方法に従い、適時開示規則に該当する情報の開示は、すみやかに証券取引所の提供する適時情報開示シ
ステム（TDnet）にて行い、TDnetにて公開した情報については、当社ホームページへ掲載いたします。適時開示に該当しない情報の開示につきま
しても、適時開示の趣旨を踏まえて適切な方法により、正確かつ公平に開示いたします。

また、当社では、コンプライアンスガイドライン、秘密情報管理規程、情報セキュリティポリシー、インサイダー取引防止規程などを定め、コンプライ
アンス面を含めた適切な情報管理に努めております。

※コーポレート・ガバナンスの模式図は別紙参照。
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